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令和７年度 学校経営計画に対する自己評価計画書 

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現  状 評 価 の 観 点 達 成 度 判 断 基 準 判 定 基 準 備 考 

１ 基本的な生活

習慣の確立（挨

拶の励行、規範

・安全意識の確

立、清掃の徹底） 

① 教職員が率先して挨

拶に取り組み、礼儀正し

く、元気で活発な生徒を

育成する。 

生徒指導課 

総務課 

生徒会課 

各学年 

５月に全校生徒挨拶練習

を行っている。生徒会、各

部、学年に呼びかけ挨拶週

間を設け、登校時の挨拶運

動を計画している。挨拶の

励行をとおして、生徒のマ

ナー向上を目指している。 

【満足度指標】（保護者） 

挨拶練習、挨拶週間の取組

により、すすんで挨拶する

生徒が増えている。 

生徒がすすんで挨拶していると思

う保護者が 

 Ａ ９５％以上である。 

 Ｂ ９０％以上である。 

 Ｃ ８５％以上である。 

 Ｄ  ８５％未満である。 

 

Ｄの場合は、挨

拶運動の取組の

拡充を再検討す

る。 

７月、１２月

に調査 

② 服装容儀の指導を徹

底し、生徒の規範意識の

向上を図る。 

生徒指導課 

各学年 

登下校時に制服を正しく

着用しない生徒や制服の

着こなしの乱れに気づか

ない生徒が見受けられる。 

【成果指標】（生徒） 

生徒自身の意識が高まり、

服装容儀・頭髪やマナーな

どの向上に努めている生

徒が多い。 

積極的に服装容儀・頭髪やマナー

などの向上に努めた生徒が 

Ａ ９５％以上である。 

Ｂ ８５％以上である。 

Ｃ ７５％以上である。 

Ｄ ７５％未満である。 

Ｄの場合は、服

装容儀・頭髪、マ

ナー向上に関す

る取組を再検討

する。    

７月、１２月

に調査 

③ 規則正しい家庭生活

を送るよう指導するこ

とで、遅刻する生徒を減

少させる。 

生徒指導課 

教務課 

各学年 

Ｒ５年度と比較しＲ６年

度は微減したが、一人で複

数回遅刻するケースが多

くみられた。 

ＳＴや登校指導で遅刻防

止の呼びかけを行い、遅刻

に対する意識を高めてい

きたい。回数が重なる生徒

には個別に対応し時間を

守る意識づけを行う。 

【成果指標】（生徒） 

生徒の総遅刻数を過去５

年間の平均と比べて減少

させる。 

 

 

総遅刻数が過去５年間の平均値と

比べて、変化率が 

 Ａ １０％以上の減少である。 

 Ｂ １０％未満の減少である。 

 Ｃ １０％未満の増加である。 

 Ｄ １０％以上の増加である。 

Ｄの場合は、遅

刻指導に関する

取組を再検討す

る。 

毎月調査 

【成果指標】（生徒） 

遅刻をしない、遅刻を減ら

すように努めている生徒

が多い。 

遅刻をしない、減らすように努め

ている生徒が 

 Ａ １００％である。 

 Ｂ ９０％以上である 

 Ｃ ８０％以上である。 

 Ｄ ８０％未満である。 

Ｄの場合は、遅

刻指導に関する

取り組みを再検

討する。 

７月、１２月

に調査 

④ 清掃の徹底により、学

習環境の向上とさわや

かで心豊かな学校生活

の実現を図る。 

保健相談課 

各学年 

清掃や整理・整頓により、

校内環境美化の成果が上

がっている。改修工事が続

き、清掃、整理整頓が難し

い中での生徒意識として

は十分向上している。 

【成果指標】（生徒） 

生徒自身の環境美化への

意識が高まり、整理整頓に

努める生徒が多い。 

積極的に教室内の整理整頓に努め

た生徒が 

 Ａ ９５％％以上である。 

 Ｂ ９０％以上である。 

 Ｃ ８５％以上である。 

 Ｄ ８５％未満である。 

Ｄの場合は、清

掃に関する取組

を再検討する。                     

７月、１２月

に調査 

⑤ 生徒の良好な人間関

係づくりを支援して、い

じめ等を防止し、不安な

く充実した学校生活を

送れるようにする。 

保健相談課 

各学年 

自分の思いを表現するこ

とが苦手で、生徒間や教員

とのコミュニケーション

がうまくできない生徒が

いる。 

【満足度指標】（生徒） 

学校生活が充実している、

楽しい、と感じている生徒

が多い。 

学校生活に概ね満足している生徒

が 

 Ａ ８０％以上である。 

 Ｂ ７０％以上である。 

 Ｃ ６０％以上である。 

 Ｄ ６０％未満である。 

Ｄの場合は、心

の教育等の取組

の充実を検討す

る。 

７月、１２月

に調査 
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重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現   状 評 価 の 観 点 達 成 度 判 断 基 準 判 定 基 準 備 考 

２ 授業の工夫・

改善と生徒の希

望進路の実現。

（やる気を高め

る授業の実践、

GIGA ｽｸｰﾙ構想

の推進、体力の

増進、生徒の進

路意識の向上） 

① 教材・教具や指導方法

を工夫して生徒の興味・

関心を引き出し、やる気

を高める授業を行うよ

う授業改善に努める。 

教務課 

各教科 

ＩＣＴ機器を有効活用し、

生徒の学習意欲を高める

ような授業改善をすすめ

る必要がある。 

【成果指標】（生徒） 

授業において、生徒の興味

・関心を引き出し、やる気

を高めるため、ＩＣＴ機器

の活用や授業方法の工夫

を積極的に行う。 

わかりやすく学習意欲を高める工

夫が感じられると答える生徒が 

Ａ ９０％以上である。 

Ｂ ８０％以上である 

Ｃ ７０％以上である。 

Ｄ ７０％未満である。 

 

Ｄの場合は、授

業改善の取組を

再検討する。                 

７月、１２月

に調査 

② ＧＩＧＡスクール構

想の推進を図る。 

教務課 

各教科 

個別最適な学びを行うた

め、一人一台端末の有効な

活用を推進し、授業の振り

返りや自分の考えをまと

める場面での活用など効

果的な活用方法を共有、研

究する。 

【成果指標】（教員） 

平常の授業、ホームルー

ム、部活動等での活動でク

ロムブックを有効に活用

している。 

生徒がクロムブックを有効に活用

できていると答える教員が 

 

Ａ ８０％以上である。 

Ｂ ７０％以上である 

Ｃ ６０％以上である。 

Ｄ ６０％未満である。 

 

Ｄの場合は、方

法を検討する。 

７月、１２月

に調査 

③ 生徒の体力向上に努

め、たくましい人間づく

りに取り組む。 

体育管理課 全体を通して、前年度の自

己記録を超えた生徒が増

加している。一部の女子に

おいて体力の低下がみら

れた。 

【成果指標】（生徒） 

新体力テストの結果にお

いて、前年度の記録を超え

る生徒が増えている。 

前年度の自己記録を超えた生徒が 

 Ａ ８０％以上である。 

 Ｂ ７０％以上である。 

 Ｃ ６０％以上である。 

 Ｄ  ６０％未満である。 

 

 

 

Ｄの場合は、体

力増進に関する

取組を再検討す

る。 

５月に調査 

④ 個々の進路希望に沿

って丁寧な支援を行い、

確実に進路希望の実現

を図る。 

進路指導課

第３学年 

令和６年度の卒業生は進

学・就職希望者全員が進路

を決定した。多様な進路希

望に対応するために組織

的な指導体制と生徒一人

一人に対するガイダンス

の充実が求められる。 

 

 

【成果指標】（生徒） 

全員の生徒が希望の進路

に内定・合格し進路を決定

する。 

進路決定率が 

Ａ １００％である。 

Ｂ ９５％以上である。 

Ｃ ９０％以上である。 

Ｄ  ９０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合は、

進路指導に関す

る取組を再検討

する。 

年度末に集

計 
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重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現   状 評 価 の 観 点 達 成 度 判 断 基 準 判 定 基 準 備 考 

３ 部活動・生徒

会活動の効果

的、計画的な実

践と地域社旗と

連携した活動の

推進および速や

かな情報発信

（全国大会での

上位入賞、地域

活動の推進、情

報発信） 

① 県内トップレベルの競

技力を維持し、全国大会

に出場できる各種トレー

ニングや実技指導を行

う。 

 

体育管理課 

生徒会課 

各部顧問 

令和６年度は６部が全国大

会出場を果たした。この結

果を維持、向上させていく。 

【成果指標】（生徒） 

全国大会に出場する部活動

の数が多い。 

全国大会に出場した部活動が 

  Ａ ８部以上である。 

  Ｂ  ６部以上である。 

  Ｃ  ５部である。 

  Ｄ  ５部未満である。 

 

Ｄの場合は、練習

方法等を再検討す

る。 

年度末に集

計 

② 部活動を計画的に実施

し、科学的な理論に基づ

き効率的・効果的に生徒

の技術向上を図る。 

体育管理課 

生徒会課 

各部顧問 

部活動の実施計画におい

て、鍛錬と休養のバランス

を取り、より一層科学的な

理論に基づいた計画を立て

る必要がある。 

【成果指標】（生徒） 

日々の部活動は計画的かつ

科学的で充実していると答

える生徒が多い。 

部活動が計画的かつ科学的で充

実していると思う生徒が 

 Ａ ９０％以上である。 

 Ｂ ８０％以上である。 

 Ｃ ７０％以上である。 

 Ｄ ７０％未満である。 

 

Ｄの場合は、休養

日を増やすなど部

活動計画を再検討

する。 

７月、１２月

に調査 

③ 生徒会執行部の企画力

・実行力を育み、活動を

充実させるとともに、各

種の行事を成功させ、学

校生活の充実を図る。 

生徒会課 

各学年 

生徒会活動は、文化祭がメ

インと考えている生徒が多

く、挨拶運動や委員会活動

など日常の活動の理解が、

まだ不十分である。 

【成果指標】（生徒） 

生徒会活動が活発に行われ

ていると答える生徒が多

い。 

 

    

生徒会活動が活発に行われてい

ると思う生徒が 

 Ａ ７５％以上である。 

 Ｂ ６５％以上である。 

 Ｃ ５５％以上である。 

 Ｄ ５５％未満である。 

 

Ｄの場合は、生徒

会活動の在り方を

再検討する。 

７月、１２月

に調査 

④ 様々な地域活動（ボラ

ンティア等）に参加する

生徒を増やし、社会貢献

の必要性、他者と協働す

る意識を高める。 

生徒会課 

各学年 

生徒会が呼びかけたボラン

ティアのみがボランティア

活動であると捉え、活動自

体を狭くとらえている生徒

が多い。 

【成果指標】（生徒） 

地域活動（ボランティア等）

の意義を理解し、様々な地

域活動に参加する生徒の数

が増えている。 

様々な地域活動（ボランティア

等）に参加したと答える生徒の

割合が 

 Ａ ６０％以上である。 

 Ｂ ５０％以上である。 

 Ｃ ４０％以上である。 

  Ｄ ４０％未満である。 

 

Ｄの場合は、地域

活動（ボランティ

ア等）の意義を理

解させる取組を充

実させる。 

７月、１２月

に調査 

⑤ 学校通信（校内、地域）

の発行やＨＰ・学校メー

ル配信により部活動や生

徒会活動の様子などをき

め細かく発信する。 

総務課 

各部署 

令和６年度の保護者アンケ

ートでは、満足度が８５％

であった。ホームページの

更新がされていない各部署

がある。 

【充実度指標】（保護者） 

学校からの情報発信内容に

対して充実していると感じ

ている保護者が多い。 

学校のＨＰ・学校通信の内容や

学校メールの発信内容が充実し

ていると感じている保護者の割

合が 

 Ａ ８５％以上である。 

 Ｂ ７５％以上である。 

 Ｃ ６５％以上である。 

 Ｄ ６５％未満である。 

 

Ｄの場合は、取組

について再検討す

る。 

７月、１２月

に調査 
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重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現   状 評 価 の 観 点 達 成 度 判 断 基 準 判 定 基 準 備 考 

４ 教職員の時間

外勤務を削減す

ることによる教

育活動の充実。

（効率的な業務

の推進） 

① 教職員のワークライフ

バランスの実現に向け

て、校務の効率化に取り

組み、時間外勤務の削減

を図る。 

各部署 

 

令和６年度において時間外

勤務が月８０時間以上の職

員は延べ人数（４～１２月集

計）で１０名であった。 

【参考】１２月集計 

Ｒ５年：８０時間以上２２人 

Ｒ４年：８０時間以上２４人 

 

一昨年の半数となり、年々減

少している。今後も計画的な

部活動指導、各課、学年での

業務の割り振りを工夫して

効率化に努めたい。また、定

時退校日を意識して計画的

に日々の業務を行うよう働

きかけ、意識を高めていく。 

 

【努力指標】（教職員） 

月８０時間以上の時間外勤

務のある職員が減ってい

る。 

月８０時間以上の時間外勤務の

ある職員の延べ人数が 

 Ａ ０人である。 

 Ｂ (月数×１人)以下である。 

 Ｃ (月数×２人)以下である。 

 Ｄ Ｃを上回る。 

 

Ｄの場合は、業務

割当の平準化を再

検討する。 

７月 

（4 月～7 月

の 4 か月） 

１２月 

（4月～12月

の 9 か月）に

調査 

【努力指標】（教職員） 

教職員一人一人がタイムマ

ネジメントを意識した働き

方をしている。 

（全教員）タイムマネジメント

や業務の効率的な推進を意識し

た働き方をしていると答えた教

職員の割合が 

 Ａ ８０％以上である。 

 Ｂ ７０％以上である。 

 Ｃ ６０％以上である。 

 Ｄ ６０％未満である。 

 

Ｄの場合は、業務改

善の取組内容につ

いて再検討する。 

７月、１２月

に調査 

 


